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　設定来の基準価額の推移

　ポートフォリオ構成比率

株式 96.6% 

(内国内株式） (96.6%)

(内先物） (0.0%)

短期金融商品その他 3.4% 

99.5% 

組入銘柄数 56銘柄 

マザーファンド組入比率
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※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）です。また、参考指数の設定来騰落率は、

設定日前営業日の終値との比較です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数

（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の

知的財産です。

※基準価額は1万口当たりです。

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.584％（税抜1.44％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

 基準価額 10,318 円

 純資産総額 49.9 億円

2025/3/17 0 円

2025/6/16 60 円

2025/9/16 1,030 円

2025/12/15 820 円

2026/3/16 270 円

設定来合計 7,770 円

　最近5期の分配金の推移

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 6.63% 3.68% 9.80% 30.42% 61.77% 119.06%

参考指数 6.57% 5.56% 13.17% 43.01% 94.43% 214.35%

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変

わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンド組入比率を除く）。
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　日本連続増配成長株マザーファンドの状況

※各比率はマザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※連続増配期間は、BloombergとRefinitiv等のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが独自の手法により算出したものです。

　組入上位10業種

業種 比率

1 電気機器 11.5% 

2 銀行業 11.2% 

3 機械 10.1% 

4 卸売業 8.5% 

5 ガラス・土石製品 7.5% 

6 建設業 7.3% 

7 輸送用機器 6.2% 

8 不動産業 5.6% 

9 保険業 5.4% 

10 情報・通信業 5.0% 

　組入上位10銘柄

銘柄コード 銘柄名 業種 連続増配期間 比率

1 5831 しずおかフィナンシャルグループ 銀行業 5期  5.3% 

2 5344 ＭＡＲＵＷＡ ガラス・土石製品 12期  5.0% 

3 7203 トヨタ自動車 輸送用機器 5期  4.2% 

4 8766 東京海上ホールディングス 保険業 13期  3.8% 

5 6273 ＳＭＣ 機械 6期  3.5% 

6 8331 千葉銀行 銀行業 7期  3.3% 

7 6981 村田製作所 電気機器 12期  3.3% 

8 6758 ソニーグループ 電気機器 8期  3.2% 

9 6101 ツガミ 機械 8期  3.0% 

10 6857 アドバンテスト 電気機器 5期  3.0% 

期間 比率

　2期～5期 34.8% 

　6期～10期 30.2% 

　11期～15期 28.4% 

　16期～20期 2.5% 

　21期～25期 －　

　26期～30期 1.2% 

　31期以上 －　

　連続増配期間別構成比率
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　ファンドマネージャーのコメント

＜投資環境＞

4月の国内株式市場は上昇しました。上旬から中旬にかけては、米国とイランが停戦に合意したことなどを受けて過度なリスク回避姿勢が

和らいだことから、株価は上昇しました。原油価格の上昇にひとまず歯止めがかかったことで、日本の実体経済や企業業績に対する悲観的

な見方も後退したと見られます。下旬は、米国とイランの交渉が難航しているという見方から、上値の重い値動きになりました。株価が反発

する局面では物色の偏りが顕著でした。世界的に半導体株が上昇したことから、市場全体の値動きを表す東証株価指数（TOPIX）と比較し

て半導体株の構成比が高い日経平均株価はより大きく上昇し、月末にかけて一時6万円の大台に乗せました。

＜運用経過＞

当ファンドの運用は「日本連続増配成長株マザーファンド（以下マザーファンド）」を通じて行っております。

4月のマザーファンドの運用につきましては、中東情勢の悪化を受け原材料価格の上昇と原材料調達リスクへの懸念が高まった化学株や、

株価上昇により割安感が後退したと判断した通信工事株などを売却した一方、半導体設備投資拡大の恩恵が期待される機械株や、貸出金

利の上昇による業績拡大と株主還元の拡充が期待される地銀株を買い付けました。

この間、基準価額に対しては半導体関連株や電子部品株がプラスに寄与した一方、資源関連株や医薬品株などがマイナスに影響しました。

＜今後の運用方針＞

国内株式市場は従前の上昇基調に戻ったと見ています。中東情勢の悪化を受けて大きく上昇した国内株のボラティリティは、停戦協議な

どを経て、米国とイスラエルがイランを攻撃する前の水準に近づきました。米国、イラン共に停戦への意欲は強いと見ており、国内株はより

恒久的な停戦やホルムズ海峡の開放を見据えた展開に移ったと考えます。一方、原油価格が高止まりしていることに加えて、原油および石

油化学製品の調達懸念も完全には払拭されていない状況と見られます。そのため、原油依存度が高い企業やサプライチェーンが複雑な産業

については、原材料の不足や価格上昇の影響から業績予想が下ぶれる可能性も念頭に置く必要があります。

当ファンドの運用はマザーファンドを通じて行ってまいります。マザーファンドの運用につきましては、日本の連続増配銘柄（一定期間にわ

たり1株当たりの普通配当金が毎期増加している企業の株式をいいます。）に投資を行います。投資にあたっては、連続増配期間の長さ、時

価総額、信用リスク、流動性等を考慮して投資候補銘柄を選定し、その中から、成長性や連続増配の持続可能性等を勘案のうえ組入銘柄を

選別してポートフォリオを構築します。

今後の運用につきましては、持続的な業績拡大と株主還元の拡充が期待される金融株、建設株、半導体関連株に加え、世界的な設備投資

拡大の恩恵が期待される機械株などを重点投資分野とする運用を行う方針です。ただし、地政学リスクの拡大や企業業績の悪化など、投資

環境が当初想定から大きく変化した場合は、機動的にポートフォリオを修正して対応する方針です。

日本連続増配成長株オープン
追加型投信／国内／株式

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。
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　ファンド情報

設　定　日 2015年12月28日

償　還　日 2045年12月15日

決　算　日 毎年3月、6月、9月、12月の各月の15日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色
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　投資リスク
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用
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　販売会社について（1）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次証券会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

アイザワ証券株式会社 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

今村証券株式会社 北陸財務局長（金商）第3号 ○ ○

臼木証券株式会社 関東財務局長（金商）第31号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

岡地証券株式会社 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

寿証券株式会社 東海財務局長（金商）第7号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

島大証券株式会社 北陸財務局長（金商）第6号 ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

荘内証券株式会社 東北財務局長（金商）第1号 ○

新大垣証券株式会社 東海財務局長（金商）第11号 ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

東武証券株式会社 関東財務局長（金商）第120号 ○

長野證券株式会社 関東財務局長（金商）第125号 ○ ○

南都まほろば証券株式会社 近畿財務局長（金商）第25号 ○

播陽証券株式会社 近畿財務局長（金商）第29号 ○

光証券株式会社 近畿財務局長（金商）第30号 ○ ○ ○

ひろぎん証券株式会社 中国財務局長（金商）第20号 ○

広田証券株式会社 近畿財務局長（金商）第33号 ○

北洋証券株式会社 北海道財務局長（金商）第1号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

明和證券株式会社 関東財務局長（金商）第185号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

商号 登録番号

加入協会

日本連続増配成長株オープン
追加型投信／国内／株式

※株式会社ＳＢＩ証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。
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　販売会社について（2）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次証券会社が含まれる場合があります。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

おかやま信用金庫 中国財務局長（登金）第19号 ○

株式会社沖縄海邦銀行 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

株式会社北日本銀行 東北財務局長（登金）第14号 ○

株式会社佐賀銀行 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社三十三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社大光銀行 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社第四北越銀行 関東財務局長（登金）第47号 ○ ○

株式会社筑邦銀行 福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社トマト銀行 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社富山銀行 北陸財務局長（登金）第1号 ○

株式会社富山第一銀行 北陸財務局長（登金）第7号 ○

株式会社西日本シティ銀行 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社宮崎銀行 九州財務局長（登金）第5号 ○

株式会社琉球銀行 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

商号 登録番号

加入協会

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。
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　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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